
委託事業主のみなさまへ

● 

令和7年度 労働保険料⼝座引落⽇
労働保険料計算書・納⼊通知書発送

第1期労働保険料⼝座引落⽇ （年会費・委託⼿数料同時引落）

第2期労働保険料⼝座引落⽇

第3期労働保険料⼝座引落⽇令和8年1月29⽇（木曜⽇）

　工した元請工事の代金、または労働者に支払った賃金から計算されます。しかし、その年度の支払賃金・請負代金は1年が経過

6月初旬

● 封筒裏⾯に貴社の「申告期限」が記載されていますので、
  絶対に『申告遅れ』のないようお願いいたします。

● 令和7年度より雇⽤保険料率が変更になります。

6月24⽇（火曜⽇）

10月29⽇（水曜⽇） 

  １０日までが期限となっているため、その期間内に提出する事とし、受付日から交付日
  まで時間を頂戴することをご了承願います。

　しないとわからないため、一旦見込額より概算保険料を計算し国に納付します。

※着⼯が令和6年度よりも前の⼯事等の記⼊漏れがないようご注意ください。  

  建設業については年度内(令和6年4月1⽇〜令和7年3月31⽇)に※終了した元請⼯事が対象となります。

     詳しくは本誌5ページに記載の「雇⽤保険の料率について」をご確認ください。  

● 年度更新時期（主に４月）は雇⽤保険資格取得・喪失⼿続きが最も集中いたします。

ー 労働保険の年度更新とは ー

令和7年度版
労働保険の年度更新⼿続きについて

　　１年間の支払賃金・請負代金が確定した段階でその額を報告し、保険料の清算（確定申告）を行い、併せて翌年度の見込保険

　料（概算申告）を行います。これが労働保険年度更新です。

　　労働保険(労災保険・雇用保険)の保険料は、労働者に支払った賃金から計算され、建設業の工事現場の労災保険の場合、施

  喪失の事務処理を優先に順次⾏い、取得⼿続きに関しては雇い⼊れ日の属する月の翌月

ご記⼊の前に本誌を必ずお読みください︕

労働保険事務組合 一般社団法人山形労働基準協会



 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
  

 

日々雇用される者又は 30日以内の期間を定め

て雇用される者のうち、日雇労働で生計を立て

ている者は日雇労働被保険者となります（臨時･

内職的な場合該当しません）。 

※雇用保険マルチジョブホルダー制度 

 令和 4 年１月 1 日以降、複数の事業所に雇用される 65 歳以上の労働者であって、そのうち 2 つの事業

所（１つの事業所における 1 週間の所定労働時間が 5 時間以上 20 時間未満であるものに限る。）の労働

時間を合計して 1 週間の所定労働時間が 20 時間以上であり、かつ、2 つの事業所のそれぞれの雇用見込

みが 31 日以上である場合、労働者本人からハローワークに申出を行うことで、申出を行った日から特例

的に雇用保険の被保険者となることができます。 
 

 

 

 

労労働働者者ととはは、、職職業業のの種種類類をを問問わわずず、、事事業業にに使使用用さされれるる者者でで賃賃金金をを支支払払わわれれてていいるる者者ををいい

いいまますす。。なお、具体的な取り扱いについては、次の事項をご参照下さい。 

 

● 労働保険対象者の範囲

雇用される労働者は、常用、パート、アルバイ

ト、派遣等、名称や雇用形態にかかわらず、 

➀1週間の所定労働時間が２０時間以上であり、 

②３１日以上の雇用見込みがある場合 

には原則として被保険者となります。 

 ただし、次に掲げる労働者等は除かれます。 

◯季節的に雇用される者であって、次のいずれ

かに該当するもの 

・４か月以内の期間を定めて雇用される者 

・１週間の所定労働時間が３０時間未満である者 

◯昼間学生 

◯合名会社、合資会社、合同会社の社員は株式

会社の取締役と同様に取り扱い、原則として

被保険者となりません。 

◯有限会社の取締役は、株式会社の取締役と同

様に取り扱います。 

◯農業協同組合等の役員は、雇用関係が明らか

でない限り被保険者とはなりません。 

◯その他法人、又は法人格のない社団もしくは

財団の役員は、雇用関係が明らかでない限り

被保険者とはなりません。 

※保険料の対象となる賃金は、「役員報酬」の部

分は含まれず、労働者としての「賃金」部分

のみです。 

また、雇用保険被保険者が離職した場合は、

「雇用保険被保険者資格喪失届」と失業給付額

等の決定に必要な「離職証明書」の提出が必要

です。労働者から役員へ変わった場合は、公共

職業安定所へ別途ご確認ください。 
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賃金とは、賃金、給与、各種手当、通勤手当、賞与など名称のいかんを問わず労働の対償とし

て事業主が労働者に支払うすべてのものをいい、一般的には、労働協約、就業規則、労働契約

などにより、その支払いが事業主に義務付けられているものです。 

  労働保険において賃金総額を集計する際には、税金その他社会保険料等を控除する前の支

払総額を計上して下さい。 

  現物支給については、原則として所定の現金給与の代わりに支給するもの、つまり、その支給

によって現金給与が減額されるものや労働協約において支給が拘束されているものは賃金となり

ます。ただし、このような現物給与でも、代金を徴収するものや福利厚生とみなされるものは原則と

して賃金とはなりません。（例えば、新型コロナウィルス感染症の影響により従業員に支払った休業手当

は賃金に含まれます。） 

 

● 賃金とは

賃 金 と し な い も の

住宅貸与されない者全員に対し 住

宅 均衡手当を支給している場合は、

賃金となる場合がある

課税分、非課税分を問わない
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令和７年度の雇用保険料率は下表のとおりです。 

（枠内の下段は令和６年４月～令和７年３月の雇用保険料率） 
免除となります。ただし、令和元年度（確定分）まで。

● 一般拠出金の申告・納付について
  

「一般拠出金」とは「石綿による健康被害の救済に関する法律」により石綿（アスベス

ト）健康被害者の救済費用に充てるため、事業主のみなさまにご負担いただくものです。

アスベストは、すべての産業において、その基盤となる施設、設備、機材等に幅広く使

用されてきました。そのため、健康被害者の救済に当たっては、アスベストの製造販売等

を行ってきた事業主のみならず、すべての労災保険適用事業場の事業主に一般拠出金をご

負担いただくこととなっております。

◎ 特別加入者や雇用保険のみ適用の事業主は申告・納付の対象外です。

◎ 「一般拠出金」は、労働保険の確定保険料の申告に併せて申告・納付していただきます。

◎ 「一般拠出金」には概算納付のしくみはなく、確定納付のみの手続となります。

◎ 延納（分割納付）はできません。

◎ 一般拠出金率は業種を問わず、一律 分の となります。労災保険のメリット対象

事業場についても、一般拠出金率にはメリット料率の適用（割増、割引）はございません。
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● 雇用保険の保険料率について

 

＜令和７年度の雇用保険料率＞

負担者

事業の種類

①
労働者負担
（失業等給付・

育児休業給付の
保険料率のみ）

②
①＋②

雇用保険料率
事業主負担 失業等給付・

育児休業給付の
保険料率

雇用保険二事業
の保険料率

一般の事業

（令和６年度）

農林水産・
清酒製造の事業

（令和６年度）

建設の事業

（令和６年度）

※

（赤字は変更部分）

令和７年度の雇用保険料率は下表のとおりです。 

（枠内の下段は令和６年４月～令和７年３月の雇用保険料率） 
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● 労災保険の特別加入制度について
 
１． 新たに特別加入を希望する場合、加入内容（特別加入者の氏名、身分、業務内容、給付基

礎日額など）を変更する場合、脱退を希望する場合には、加入・変更・脱退に係る手続きが別

途必要となりますので、あらかじめ労働保険事務組合の担当者にご相談下さい。 

特に、年年度度末末（（３３月月３３１１日日））ををももっってて特特別別加加入入のの脱脱退退をを希希望望すするる場場合合ににはは、、３３月月中中にに脱脱退退にに係係

るる事事務務手手続続ききをを完完了了ささせせてておおくく必必要要ががあありりまますすののでで、、早早急急にに労労働働保保険険事事務務組組合合のの担担当当者者ままでで

ごご連連絡絡下下ささいい。。  ななおお、、中中小小事事業業主主等等特特別別加加入入はは、、病病気気やや高高齢齢にによよるる就就業業引引退退ななどどをを除除いいてて、、

任任意意にに特特定定個個人人ののみみのの脱脱退退ははででききまませせんん。。任任意意脱脱退退のの場場合合はは、、事事業業場場のの特特別別加加入入者者全全員員

のの脱脱退退ととななりりまますす。。 

２． 特別加入制度は、原則として事業主本人のほか家族従事者、役員などで業務に従事してい

る方全員が包括加入しなければなりません。なお、業務内容によっては加入時に健康診断の

受診が必要となる場合があります。 

また、同一事業主が２以上の事業に対して保険関係を成立させている場合には、それぞれの

事業ごとに特別加入することとなります。 

３． 中小事業主等による特別加入は、その使用する労働者について成立している保険関係を前

提として認められているものですので、労働者の退職等により常時使用労働者数が０人となっ

た場合には、特別加入を継続することはできません。 

４． 特別加入制度は、労働者の業務に準じた業務に対してのみ補償の対象となりますので、就業

中の災害でも労働者の所定労働時間外に特別加入者のみで就業していた場合や事業主の立

場において行っていた業務などは、補償の対象にはなりません。 

特特別別加加入入保保険険料料算算定定基基礎礎額額表表

給給付付基基礎礎日日額額 保保険険料料算算定定基基礎礎額額 特特例例にによよるる のの額額

25,000 円 9,125,000 円 760,417 円 
24,000 円 8,760,000 円 730,000 円 
22,000 円 8,030,000 円 669,167 円 
20,000 円 7,300,000 円 608,334 円 
18,000 円 6,570,000 円 547,500 円 
16,000 円 5,840,000 円 486,667 円 
14,000 円 5,110,000 円 425,834 円 
12,000 円 4,380,000 円 365,000 円 
10,000 円 3,650,000 円 304,167 円 

9,000 円 3,285,000 円 273,750 円 
8,000 円 2,920,000 円 243,334 円 
7,000 円 2,555,000 円 212,917 円 
6,000 円 2,190,000 円 182,500 円 
5,000 円 1,825,000 円 152,084 円 
4,000 円 1,460,000 円 121,667 円 
3,500 円 1,277,500 円 106,459 円 
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☞ポイント１ ☞ポイント２ ☞ポイント３ ☞ポイント４ ☞ポイント５

☞ポイント６

組機様式第5号

頁 ▲

3.事業の概要 4.特掲事業 5.新年度賃金見込額

① 前年度と同額

1 該当する 2 前年度と変わる

② 該当しない 労
千円

雇
千円

▲

6.延納の申請 3 委託解除年月日

事務組合名　　☆☆☆労働保険事務組合 1 一括納付 年 月 日

② 分納（3回） 4 委託解除拠出金納付済

人 円 人 円 人 円 人 円 人 円 人 円 人 円

月

月

月
A 円 B 円

D 千円 E 千円

a 人 b 千円 c 人 d 千円 ◎

千円 千円

◎
円 円 円

00 00 00

円 円 円

00 00 00

円 円 円

00 00 00

円 円 円

00 00 00

上記のとおり報告します。 7.予備欄
円 円 円

事業主氏名
年 月 日 円 円 円

円 円 円

4 980,500 4

03

981,100

 ●　労働保険料算定基礎賃金等の報告の書き方

年年度度途途中中でで加加入入・・脱脱
退退ししたた方方、、新新年年度度かか
らら新新規規加加入入さされれるる方方
ににつついいててもも記記入入がが必必
要要でですす。。

◎

脱脱退退ししたた場場合合ににはは、、
「「００００００」」ととごご記記入入
くくだだささいい。。※※変変更更届届
をを忘忘れれずずにに提提出出！！

特特別別加加入入者者ににつついいてて
引引きき続続きき加加入入をを希希望望
すするる場場合合ににはは、、希希望望
すするる基基礎礎日日額額ををごご記記
入入くくだだささいい。。

事事業業内内容容（（製製品品名名・・製製
造造工工程程等等））はは、、具具体体的的
ににごご記記入入くくだだささいい。。

原原則則、、「「１１」」をを選選択択
ししててくくだだささいい。。

賃賃金金総総額額のの見見込込額額がが前前
年年度度のの２２倍倍以以上上、、ままたた
はは半半分分以以下下ととななるる場場合合
ににはは、、「「２２」」にに○○をを付付
ししてて見見込込額額をを千千円円単単位位
でで記記入入ししててくくだだささいい。。

事事務務組組合合へへのの委委託託をを
ややめめたた場場合合ににはは、、
「「３３」」にに○○をを付付ししてて
委委託託解解除除年年月月日日ををごご
記記入入くくだだささいい。。

980,350 4
4 981,100

雇雇用用保保険険のの対対象象ととななららなないい臨臨
時時労労働働者者（（パパーートトタタイイママーー、、
アアルルババイイトト等等））のの賃賃金金はは、、ここ
ちちららににごご記記入入くくだだささいい。。

農農林林・・水水産産、、清清酒酒製製造造及及びび建建設設業業のの方方はは、、
「「１１」」をを○○でで囲囲んんでで下下ささいい。。
そそのの他他のの業業種種のの方方はは、、「「２２」」をを○○でで囲囲んんでで
くくだだささいい。。

4 0

労労働働保保険険料料算算定定基基礎礎賃賃金金 等等のの報報告告

枝番 料変

9802 2

0 01

山形市○○町１－２－３

事業場ＴＥＬ： 023-456-7890 （TEL:  023 - 123 - 4567 ）

人員 支　払　賃　金 人員 支　払　賃　金

980,350

0

4 980,500

　住所 〒
労働保険番号

府県所掌 管轄 基幹番号

　事業場名 株式会社　徴収ラーメン
雇用保険事業所番号

　事業主名

(5)　 被　保　険　者

4 981,100 45月

人員 支　払　賃　金 人員 支　払　賃　金

紅花　労一郎 殿

(6)　 役員で労働者扱いの者 (7)　 　　　　合　　　計

(業務執行権を有する者の指示を
受け労働に従事し、賃金を得て
いる者等)

(パートタイマー、アルバイト等) ( （１）+（２）+（３） )

(日雇労働被保険者に支払った賃金を含
む
 なお、パートタイマー、アルバイト等
 雇用保険の被保険者とならない者を除く)

(給与支払等の面からみて
 労働者的性格の強い者) ( （5）+（6） )

4月 4 980,350 4

人員

980,350 4

支　払　賃　金 人員 支　払　賃　金 人員 支　払　賃　金

　　　　　項目

　　月別

1.　労 災 保 険 及  び 一 般 拠 出 金 対 象 労 働 者 数 及 び 賃 金 1.　雇　用　保　険　対　象　被　保　険　者　数　及　び　賃　金
(1)　 常　用　労　働　者 (2)　 役員で労働者扱いの者 (3)　 臨時労働者 (4)　           合　　　計

4 981,100

7月 5 1,100,300
6月 4 980,500

5 1,100,3001 68,500 6 1,168,800 5 1,100,300
980,500

5 1,100,600
9月 5 1,103,200

72,300 6 1,172,900 5 1,100,6008月 5 1,100,600 1
5 1,103,2005 1,103,200 5 1,103,200
5 1,100,3501,100,350

11月 5 1,100,200
5 1,100,350 510月 5 1,100,350

5 1,100,2005 1,100,200 5 1,100,200
5 1,100,400

1月 5 1,102,100
5 1,100,400 5 1,100,40012月 5 1,100,400

5 1,102,1001 30,000 6 1,132,100 5 1,102,100
5 1,100,2601,100,260

3月 5 1,100,450
36,000 6 1,136,260 52月 5 1,100,260 1

5 1,100,4505 1,100,450 5 1,100,450
900,000900,000 900,000

賞与等 12 1,300,000
賞与等 7 900,000

1,300,0001,300,000 1,300,000

15,049,810

賞与等

8

※業種変更年月
業種変更前

（業種変更が無い時） 15,256

15,049,810
5 15,256 4 15,049206,800

1ヵ月平均使用

労働者数　　人 15,256,610 15,049,810
1ヵ月平均使用

労働者数　　人
合計

12.希望する
基礎日額 No 9.特別加入者の氏名

10.承認された
基礎日額

業種変更後

11.適用月数

年 月

申告済概算保険料

5 4
年 月 15,049

01 紅花　労一郎 5000
円

12 12 02 紅花　紅子

12.希望する
基礎日額確定 概算 確定 概算 確定 概算

12.希望する
基礎日額 No 9.特別加入者の氏名

10.承認された
基礎日額

11.適用月数
No 9.特別加入者の氏名

10.承認された
基礎日額

11.適用月数

250,000
円

円

月山　出羽夫 4000
円

6 123500
円

12 00 0
円円

作成者氏名

円円円

予備欄２

円 円

☞ポイント7

　　労労働働保保険険のの年年度度はは４４月月１１日日かからら３３月月３３１１日日ままででととななりりまますすがが、、どどのの年年度度にに属属すするるかかはは「「賃賃金金のの 支支払払日日」」ででははななくく、、「「賃賃金金締締切切日日」」ががどどのの年年度度にに属属すするるかかにによよっってて決決ままりりまますす。。ししたたががっってて、、
令令和和７７年年３３月月中中にに賃賃金金締締切切日日ががああるるももののはは、、４４月月１１日日以以降降にに支支払払わわれれるる場場合合ででもも令令和和６６年年度度 のの賃賃金金ととししてて取取りり扱扱ううここととととななりりまますす。。

2期
令和 7 4

1期

紅 花　紅 子
予備欄１

保保険険料料のの分分割割納納付付（（３３回回））をを希希望望すするるととききはは
「「２２」」にに○○をを、、希希望望ししなないいととききはは「「１１」」にに○○をを付付
ししててくくだだささいい。。
※※委委託託解解除除のの場場合合はは「「１１」」をを選選択択ししててくくだだささいい。。

■■　　労労働働保保険険のの年年度度区区分分

賃賃金金総総額額はは、、税税金金そそのの
他他社社会会保保険険料料等等をを控控除除
すするる前前のの支支払払総総額額をを計計
上上ししててくくだだささいい。。

飲食店

3期

30 紅 花　労 一 郎

予備欄３

円

― 7 ―



☞ポイント１ ☞ポイント２ ☞ポイント３ ☞ポイント４ ☞ポイント５

☞ポイント６

組機様式第5号

頁 ▲

3.事業の概要 4.特掲事業 5.新年度賃金見込額

① 前年度と同額

1 該当する 2 前年度と変わる

② 該当しない 労
千円

雇
千円

▲

6.延納の申請 3 委託解除年月日

事務組合名　　☆☆☆労働保険事務組合 1 一括納付 年 月 日

② 分納（3回） 4 委託解除拠出金納付済

人 円 人 円 人 円 人 円 人 円 人 円 人 円

月

月

月
A 円 B 円

D 千円 E 千円

a 人 b 千円 c 人 d 千円 ◎

千円 千円

◎
円 円 円

00 00 00

円 円 円

00 00 00

円 円 円

00 00 00

円 円 円

00 00 00

上記のとおり報告します。 7.予備欄
円 円 円

事業主氏名
年 月 日 円 円 円

円 円 円

4 980,500 4

03

981,100

 ●　労働保険料算定基礎賃金等の報告の書き方

年年度度途途中中でで加加入入・・脱脱
退退ししたた方方、、新新年年度度かか
らら新新規規加加入入さされれるる方方
ににつついいててもも記記入入がが必必
要要でですす。。

◎

脱脱退退ししたた場場合合ににはは、、
「「００００００」」ととごご記記入入
くくだだささいい。。※※変変更更届届
をを忘忘れれずずにに提提出出！！

特特別別加加入入者者ににつついいてて
引引きき続続きき加加入入をを希希望望
すするる場場合合ににはは、、希希望望
すするる基基礎礎日日額額ををごご記記
入入くくだだささいい。。

事事業業内内容容（（製製品品名名・・製製
造造工工程程等等））はは、、具具体体的的
ににごご記記入入くくだだささいい。。

原原則則、、「「１１」」をを選選択択
ししててくくだだささいい。。

賃賃金金総総額額のの見見込込額額がが前前
年年度度のの２２倍倍以以上上、、ままたた
はは半半分分以以下下ととななるる場場合合
ににはは、、「「２２」」にに○○をを付付
ししてて見見込込額額をを千千円円単単位位
でで記記入入ししててくくだだささいい。。

事事務務組組合合へへのの委委託託をを
ややめめたた場場合合ににはは、、
「「３３」」にに○○をを付付ししてて
委委託託解解除除年年月月日日ををごご
記記入入くくだだささいい。。

980,350 4
4 981,100

雇雇用用保保険険のの対対象象ととななららなないい臨臨
時時労労働働者者（（パパーートトタタイイママーー、、
アアルルババイイトト等等））のの賃賃金金はは、、ここ
ちちららににごご記記入入くくだだささいい。。

農農林林・・水水産産、、清清酒酒製製造造及及びび建建設設業業のの方方はは、、
「「１１」」をを○○でで囲囲んんでで下下ささいい。。
そそのの他他のの業業種種のの方方はは、、「「２２」」をを○○でで囲囲んんでで
くくだだささいい。。

4 0

労労働働保保険険料料算算定定基基礎礎賃賃金金 等等のの報報告告

枝番 料変

9802 2

0 01

山形市○○町１－２－３

事業場ＴＥＬ： 023-456-7890 （TEL:  023 - 123 - 4567 ）

人員 支　払　賃　金 人員 支　払　賃　金

980,350

0

4 980,500

　住所 〒
労働保険番号

府県所掌 管轄 基幹番号

　事業場名 株式会社　徴収ラーメン
雇用保険事業所番号

　事業主名

(5)　 被　保　険　者

4 981,100 45月

人員 支　払　賃　金 人員 支　払　賃　金

紅花　労一郎 殿

(6)　 役員で労働者扱いの者 (7)　 　　　　合　　　計

(業務執行権を有する者の指示を
受け労働に従事し、賃金を得て
いる者等)

(パートタイマー、アルバイト等) ( （１）+（２）+（３） )

(日雇労働被保険者に支払った賃金を含
む
 なお、パートタイマー、アルバイト等
 雇用保険の被保険者とならない者を除く)

(給与支払等の面からみて
 労働者的性格の強い者) ( （5）+（6） )

4月 4 980,350 4

人員

980,350 4

支　払　賃　金 人員 支　払　賃　金 人員 支　払　賃　金

　　　　　項目

　　月別

1.　労 災 保 険 及  び 一 般 拠 出 金 対 象 労 働 者 数 及 び 賃 金 1.　雇　用　保　険　対　象　被　保　険　者　数　及　び　賃　金
(1)　 常　用　労　働　者 (2)　 役員で労働者扱いの者 (3)　 臨時労働者 (4)　           合　　　計

4 981,100

7月 5 1,100,300
6月 4 980,500

5 1,100,3001 68,500 6 1,168,800 5 1,100,300
980,500

5 1,100,600
9月 5 1,103,200

72,300 6 1,172,900 5 1,100,6008月 5 1,100,600 1
5 1,103,2005 1,103,200 5 1,103,200
5 1,100,3501,100,350

11月 5 1,100,200
5 1,100,350 510月 5 1,100,350

5 1,100,2005 1,100,200 5 1,100,200
5 1,100,400

1月 5 1,102,100
5 1,100,400 5 1,100,40012月 5 1,100,400

5 1,102,1001 30,000 6 1,132,100 5 1,102,100
5 1,100,2601,100,260

3月 5 1,100,450
36,000 6 1,136,260 52月 5 1,100,260 1

5 1,100,4505 1,100,450 5 1,100,450
900,000900,000 900,000

賞与等 12 1,300,000
賞与等 7 900,000

1,300,0001,300,000 1,300,000

15,049,810

賞与等

8

※業種変更年月
業種変更前

（業種変更が無い時） 15,256

15,049,810
5 15,256 4 15,049206,800

1ヵ月平均使用

労働者数　　人 15,256,610 15,049,810
1ヵ月平均使用

労働者数　　人
合計

12.希望する
基礎日額 No 9.特別加入者の氏名

10.承認された
基礎日額

業種変更後

11.適用月数

年 月

申告済概算保険料

5 4
年 月 15,049

01 紅花　労一郎 5000
円

12 12 02 紅花　紅子

12.希望する
基礎日額確定 概算 確定 概算 確定 概算

12.希望する
基礎日額 No 9.特別加入者の氏名

10.承認された
基礎日額

11.適用月数
No 9.特別加入者の氏名

10.承認された
基礎日額

11.適用月数

250,000
円

円

月山　出羽夫 4000
円

6 123500
円

12 00 0
円円

作成者氏名

円円円

予備欄２

円 円

☞ポイント7

　　労労働働保保険険のの年年度度はは４４月月１１日日かからら３３月月３３１１日日ままででととななりりまますすがが、、どどのの年年度度にに属属すするるかかはは「「賃賃金金のの 支支払払日日」」ででははななくく、、「「賃賃金金締締切切日日」」ががどどのの年年度度にに属属すするるかかにによよっってて決決ままりりまますす。。ししたたががっってて、、
令令和和７７年年３３月月中中にに賃賃金金締締切切日日ががああるるももののはは、、４４月月１１日日以以降降にに支支払払わわれれるる場場合合ででもも令令和和６６年年度度 のの賃賃金金ととししてて取取りり扱扱ううここととととななりりまますす。。

2期
令和 7 4

1期

紅 花　紅 子
予備欄１

保保険険料料のの分分割割納納付付（（３３回回））をを希希望望すするるととききはは
「「２２」」にに○○をを、、希希望望ししなないいととききはは「「１１」」にに○○をを付付
ししててくくだだささいい。。
※※委委託託解解除除のの場場合合はは「「１１」」をを選選択択ししててくくだだささいい。。

■■　　労労働働保保険険のの年年度度区区分分

賃賃金金総総額額はは、、税税金金そそのの
他他社社会会保保険険料料等等をを控控除除
すするる前前のの支支払払総総額額をを計計
上上ししててくくだだささいい。。

飲食店

3期

30 紅 花　労 一 郎

予備欄３

円

― 8 ―



 
 

● 建設事業の労災保険率適用事業細目表
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3505 工作物の解体（一部分を解体するもの又は当該工作物に使用
されている資材の大部分を再度使用することを前提に解体す
るものに限る。）、移動、取りはずし又は撤去の事業

3506 その他の建築事業 
イ 野球場、競技場等の鉄骨造り又は鉄骨鉄筋若しくは鉄筋コン 

クリート造りのスタンドの建設事業 
ロ たい雪覆い、雪止め柵、落石覆い、落石防止柵等の建設事業 
ハ 鉄塔又は跨線橋（跨線道路橋を除く。）の建設事業 
ニ 煙突、煙道、風洞等の建設事業（（3103）隧道新設事業の態様 

をもって行われるものを除く。） 
ホ やぐら、鳥居、広告塔、タンク等の建設事業 
へ 門、塀、柵、庭園等の建設事業 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

主として外部で行われる既設建築物

設備工事はこちらに含まれます。

工作物の解体事業 

に係る労務費率は
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主として外部で行われる既設建築物

設備工事はこちらに含まれます。

工作物の解体事業 

に係る労務費率は
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● 建設事業における労災保険料算定のしかた
建設の事業における労災保険料の算定方法には、「賃金」による場合と、「請負金額」による場合があります。 

・支払賃金による算定 

準備作業、周辺作業を含めその工事における元請、下請、孫請等のすべての労働者の賃金を正確に把握し、かつ、作業

日報、賃金台帳の原本等の帳簿書類を 3 年間保存している場合は、支払賃金に保険料率を乗じて保険料を算定してく

ださい。この場合、通勤手当や賞与等も算入されますのでご注意ください。 

・請負金額による算定（賃金総額を正確に算定することが困難なもの） 

建設の事業において、賃金総額が正確に把握し得ない場合には、請負金額に労務費率を乗じて得た額を賃金総額と

し、これに保険料率を乗じて保険料を算定してください。 

請負金額とは、工事請負契約上の代金、つまり請負代金に、支給資材等の価額相当額や貸与された機械や資材の賃貸

料及び損料相当額を加え、そして、告示によって特定された控除対象工事用物（注）のみを控除したものをいいます。 

 ※請負金額に係る消費税は除いた額（平成 27 年 3 月 31 日以前に開始された工事は消費税を含める）で記入してください。 

      

     

     

 

（注） 請負代金から控除する対象工事用物は、「機械装置の組立て又は据付けの事業」（業種番号 36）の機械装置のみです。 

以下の「機械装置の範囲」を参照してください。 

・機械装置の範囲 

労災保険料の算定にあたって、請負代金から控除することができる、「機械装置の組立て又は据付けの事業」（業種番

号 36）における機械装置の範囲については、下表のとおり具体例が示されています。 

 

請負代金 

契約金額 

請負代金に加算する額 

支給材の価額相当額＋貸与物の 

賃貸料や損料相当額 

請負代金から控除する額 

下記（注）参照 

請
負
金
額 

1. 湿式排煙脱硫装置      8.  発泡ポリスチレンプラント    15. 水力発電設備 

2. 火力発電所ボイラー     9.  電気集塵装置               16. 索道（ロープウェイ、ゴンドラリフト、リフト） 

3. 原子炉             10.  ガス発生装置 

4. ゴミ焼却装置                        11.  水処理設備 

5. 原子力発電所タービン                12.  エレベーター 

6. 抄紙機（改造）         13.  エスカレーター 

7. 連続鋳造機               14.  石油精製、石油化学プラント 

＋                               －                         ＝ 

（令和6年4月1日改定）

労務費率 保険料率 労務費率 保険料率

31
18%
19%

1000分の64
1000分の62

19% 1000分の34

32 19% 11 19% 11

33 17% 9 17% 9

34 24% 9 19% 9

35 23% 9.5 23% 9.5

38 23% 12 23% 12

組立て又は取付けに関するもの 38% 38%

その他のもの 21% 21%

37 24% 15 23% 15

建設事業（既設建築物設備工事業を除く）

既設建築物設備工事業

機械装置の組立て
又は据付けの事業

その他の建設事業

6.5 6

工事開始日が
平成30年４月１日～
令和６年３月31日のもの

工事開始日が
令和６年４月１日～
のもの

業種
番号

36

事業の種類

水力発電施設
ずい道等新設事業

道路新設事業

舗装工事業

鉄道または軌道新設事業

● 建設事業における労務費率・保険料率一覧表

令和６年４月１日から令和７年３月３１日までに終了した元元請請工工事事が対象となります。

保保険険料料等等のの算算定定はは「「実実支支払払賃賃金金」」でで算算定定すするる方方法法とと「「労労務務費費率率」」でで算算定定すするる方方法法ががあありりまますす。。

【実支払賃金で算定】

○ 現場ごとに、労働者に支払ったすべての賃金・各種手当・賞与等の総額で算定します。

○ 元請、下請、孫請等のすべての労働者の賃金等が対象となりますので、賃金台帳、作業日報、出面等により

正確に把握してください。

【労務費率で算定】

○ 請負金額に「事業の種類」ごとに定められている「労務費率」を乗じて賃金総額を算定します。

様式第７号（第34条関係）　（甲） 労　働　保　険

所掌

① ②

6 年 3 月 1 円 円 円 円 円

6 年 6 月 30

年 月

年 月

6 年 9 月 1

7 年 1 月 31

6 年 4 月 1日から

7 年 3 月 31日まで

年 月

年 月

前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の明細を上記のとおり報告します。

郵便番号（ )

 年 月 日 電話番号（ - - )

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

〔注意〕

① 報告書の記載に当たっては、平成19年３月31日までに事業（工事）を開始したものと、同年４月１日

  以降に事業（工事）を開始したものとを別葉とすること。

② 社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載すること。

様式第７号（第34条関係）　（甲）　〔別紙〕 

所掌

①

6 年 3 月 1 円 円 円 円 円

6 年 5 月 31

年 月

年 月

6 年 10 月 1
7 年 1 月 31

6 年 4 月 1日から

7 年 3 月 31日まで

年 月

年 月

年 月

年 月 計

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

　　　　のの工工事事ににつついいててはは、、単単
独独有有期期事事業業ととししてて工工事事ごごとと
ににごご申申告告くくだだささいい。。

③

(1,150,000)

(5,250,000)

1,439,800

21,000,000 23 4,830,000

日まで

29 1

289,800

2,415,00010,500,000

日から

日まで

日まで

日まで

日から

 ●　一括有期事業報告書（建設業）の書き方

山 形

42,000,000

事  業  の  名  称 事業場の所在地 事  業  の  期  間

請 負 金 額 の 内 訳 ③

請負代金の額 請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額

請負代金とは別に、支給材の価格相当
額、貸与された機械・資材等の賃貸料、
損料相当額があれば計上してください。

9,660,000

労 務
費 率

日まで

事業の種類 38 既設建築物設備工事業 計

(5,250,000)

日から

日まで

3,854,80011,760,000 11,760,000

日から

(5,250,000)

289,800

23

1,260,000

(5,250,000)

おお手手数数ででもも、、「「事事業業のの種種類類」」（（「「3355  建建
築築事事業業」」やや「「3388  既既設設建建築築物物設設備備工工事事
業業」」））ごごととにに作作成成ししててくくだだささいい。。

一括有期事業報告書 （建設の事業） 事 業
主 控

1 枚目労 働 保 険 番 号
府　県 管　轄 基　幹　番　号 枝 番 号

2 枚のうち

0 6 1 0 1 9 1 2 3 7 84

日まで 52,500,000 52,500,000 12,075,00023

21,000,000

賃  金  総  額

9,660,00042,000,000

42,000,000 23

山形市、他

日まで

事業の種類

日から

（小計）

5

計

2
基　幹　番　号 枝 番 号

事　業　の　期　間

115,500,000

10,500,000

請負代金の額

7 4

10,500,000

(5,250,000)

1,260,000

4

事業場の所在地

10,500,000 2,415,000

1,260,000

賃金で算定する工事
はこのようにご記入
下さい。 (1,150,000)

賃金で
算定

日から

1234

16,905,000

労 務
費 率

枚目2

請 負 金 額 の 内 訳

023 456

社 会 保 険
労 務 士
記 載 欄

枚のうち

賃  金  総  額

73,500,000

氏　名

日から

日まで

②

73,500,000

作 成 年 月 日 ・
提 出 代 行 者 ・
事 務 代 理 者 の 表 示

事 業 主

-

7 8

26,565,000

7890

事 業
主 控

氏 名

住　所 山形市○○町１－２－３

労働建設（株） 建設 太郎

電話番号

0 6 1

115,500,000

0 1
府　県 管　轄

23

3

990

日まで

請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額

（小計）
日から

30

山形市、他

35 建築事業

○○邸増築工事、他４件

日から

（小計）
日から

日まで

42,000,000

令令和和６６年年度度内内にに
終終了了ししたた工工事事がが
対対象象でですす。。
（（令令和和６６年年３３月月
３３１１日日以以前前にに開開
始始ししたた工工事事のの算算
入入漏漏れれががなないいよよ
ううごご注注意意くくだだささ
いい。。））

○○ハイツ新築工事 天童市○○

5

請負金額５００万
円未満の小工事は
「「事事業業のの種種類類」」ごご
ととににまとめて、
「「○○○○工工事事他他○○
件件」」とご記入くだ
さい。

○○アパート内装工事 仙台市○○区
日から

支支払払賃賃金金でで保保険険料料をを
算算定定すするる場場合合はは、、
「「請請負負金金額額」」、、「「賃賃
金金総総額額」」ををカカッッココでで
囲囲んんででくくだだささいい。。

事　業　の　名　称

労 働 保 険 番 号 6

（令和6年3月31日以前工
事開始分）

（小計）

寒河江市○○町

○○邸新築工事 山形市○○町
日から

（令和6年4月1日以降工
事開始分）

6

日まで

（令和6年3月31日以前工
事開始分）

概概算算保保険険料料額額がが
116600万万円円以以上上

● 請請負負金金額額がが
１１億億88千千万万円円以以上上
　　　　　　　　　　（（税税抜抜））

（令和6年4月1日以降工
事開始分）

○○邸室内リフォーム工事

※※ななおお、、

● 共共同同経経営営体体

●

○○邸内装工事、他３件

― 11 ―



令和６年４月１日から令和７年３月３１日までに終了した元元請請工工事事が対象となります。

保保険険料料等等のの算算定定はは「「実実支支払払賃賃金金」」でで算算定定すするる方方法法とと「「労労務務費費率率」」でで算算定定すするる方方法法ががあありりまますす。。

【実支払賃金で算定】

○ 現場ごとに、労働者に支払ったすべての賃金・各種手当・賞与等の総額で算定します。

○ 元請、下請、孫請等のすべての労働者の賃金等が対象となりますので、賃金台帳、作業日報、出面等により

正確に把握してください。

【労務費率で算定】

○ 請負金額に「事業の種類」ごとに定められている「労務費率」を乗じて賃金総額を算定します。

様式第７号（第34条関係）　（甲） 労　働　保　険

所掌

① ②

6 年 3 月 1 円 円 円 円 円

6 年 6 月 30

年 月

年 月

6 年 9 月 1

7 年 1 月 31

6 年 4 月 1日から

7 年 3 月 31日まで

年 月

年 月

前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の明細を上記のとおり報告します。

郵便番号（ )

 年 月 日 電話番号（ - - )

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿

（法人のときはその名称及び代表者の氏名）

〔注意〕

① 報告書の記載に当たっては、平成19年３月31日までに事業（工事）を開始したものと、同年４月１日

  以降に事業（工事）を開始したものとを別葉とすること。

② 社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載すること。

様式第７号（第34条関係）　（甲）　〔別紙〕 

所掌

①

6 年 3 月 1 円 円 円 円 円

6 年 5 月 31

年 月

年 月

6 年 10 月 1
7 年 1 月 31

6 年 4 月 1日から

7 年 3 月 31日まで

年 月

年 月

年 月

年 月 計

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

　　　　のの工工事事ににつついいててはは、、単単
独独有有期期事事業業ととししてて工工事事ごごとと
ににごご申申告告くくだだささいい。。

③

(1,150,000)

(5,250,000)

1,439,800

21,000,000 23 4,830,000

日まで

29 1

289,800

2,415,00010,500,000

日から

日まで

日まで

日まで

日から

 ●　一括有期事業報告書（建設業）の書き方

山 形

42,000,000

事  業  の  名  称 事業場の所在地 事  業  の  期  間

請 負 金 額 の 内 訳 ③

請負代金の額 請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額

請負代金とは別に、支給材の価格相当
額、貸与された機械・資材等の賃貸料、
損料相当額があれば計上してください。

9,660,000

労 務
費 率

日まで

事業の種類 38 既設建築物設備工事業 計

(5,250,000)

日から

日まで

3,854,80011,760,000 11,760,000

日から

(5,250,000)

289,800

23

1,260,000

(5,250,000)

おお手手数数ででもも、、「「事事業業のの種種類類」」（（「「3355  建建
築築事事業業」」やや「「3388  既既設設建建築築物物設設備備工工事事
業業」」））ごごととにに作作成成ししててくくだだささいい。。

一括有期事業報告書 （建設の事業） 事 業
主 控

1 枚目労 働 保 険 番 号
府　県 管　轄 基　幹　番　号 枝 番 号

2 枚のうち

0 6 1 0 1 9 1 2 3 7 84

日まで 52,500,000 52,500,000 12,075,00023

21,000,000

賃  金  総  額

9,660,00042,000,000

42,000,000 23

山形市、他

日まで

事業の種類

日から

（小計）

5

計

2
基　幹　番　号 枝 番 号

事　業　の　期　間

115,500,000

10,500,000

請負代金の額

7 4

10,500,000

(5,250,000)

1,260,000

4

事業場の所在地

10,500,000 2,415,000

1,260,000

賃金で算定する工事
はこのようにご記入
下さい。 (1,150,000)

賃金で
算定

日から

1234

16,905,000

労 務
費 率

枚目2

請 負 金 額 の 内 訳

023 456

社 会 保 険
労 務 士
記 載 欄

枚のうち

賃  金  総  額

73,500,000

氏　名

日から

日まで

②

73,500,000

作 成 年 月 日 ・
提 出 代 行 者 ・
事 務 代 理 者 の 表 示

事 業 主

-

7 8

26,565,000

7890

事 業
主 控

氏 名

住　所 山形市○○町１－２－３

労働建設（株） 建設 太郎

電話番号

0 6 1

115,500,000

0 1
府　県 管　轄

23

3

990

日まで

請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額

（小計）
日から

30

山形市、他

35 建築事業

○○邸増築工事、他４件

日から

（小計）
日から

日まで

42,000,000

令令和和６６年年度度内内にに
終終了了ししたた工工事事がが
対対象象でですす。。
（（令令和和６６年年３３月月
３３１１日日以以前前にに開開
始始ししたた工工事事のの算算
入入漏漏れれががなないいよよ
ううごご注注意意くくだだささ
いい。。））

○○ハイツ新築工事 天童市○○

5

請負金額５００万
円未満の小工事は
「「事事業業のの種種類類」」ごご
ととににまとめて、
「「○○○○工工事事他他○○
件件」」とご記入くだ
さい。

○○アパート内装工事 仙台市○○区
日から

支支払払賃賃金金でで保保険険料料をを
算算定定すするる場場合合はは、、
「「請請負負金金額額」」、、「「賃賃
金金総総額額」」ををカカッッココでで
囲囲んんででくくだだささいい。。

事　業　の　名　称

労 働 保 険 番 号 6

（令和6年3月31日以前工
事開始分）

（小計）

寒河江市○○町

○○邸新築工事 山形市○○町
日から

（令和6年4月1日以降工
事開始分）

6

日まで

（令和6年3月31日以前工
事開始分）

概概算算保保険険料料額額がが
116600万万円円以以上上

● 請請負負金金額額がが
１１億億88千千万万円円以以上上
　　　　　　　　　　（（税税抜抜））

（令和6年4月1日以降工
事開始分）

○○邸室内リフォーム工事

※※ななおお、、

● 共共同同経経営営体体

●

○○邸内装工事、他３件

― 12 ―



様式第７号（第34条関係）　（甲） 組機様式第8号

所掌

① ②

円 円 円 円 円 事業場TEL：　023-456-7890

6 年 6 月 30

年 月
人

7 年 1 月 31

7 年 3 月 31

６．新年度賃金見込額
年 月 １．前年度と同額

２．前年度と変わる

前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の明細を上記のとおり報告します。
郵便番号（ ) ３．委託解除年月日

年 月 日 電話番号（ - - )

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿 4 2 0 0 0 0 0 0 9 6 6 0 9 1 7 7 0 ４．委託解除拠出金納付済

（法人のときはその名称及び代表者の氏名） 7 3 5 0 0 0 0 0 1 6 9 0 5 1 6 0 5 9 7 ７．延納の申請
〔注意〕

① 報告書の記載に当たっては、平成19年３月31日までに事業（工事）を開始したものと、同年４月１日 １．一括納付
  以降に事業（工事）を開始したものとを別葉とすること。 1 0 5 0 0 0 0 0 2 4 1 5 2 8 9 8 0
② 社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載すること。 1 2 6 0 0 0 0 1 4 3 9 1 7 2 6 8 ２．分納（３ 回）

*1.開始時期

様式第７号（第34条関係）　（甲）　〔別紙〕 

所掌 *2.特別加入者・保険料

算定基礎額の計

*2

①

6 年 3 月 1 円 円 円 円 円

6 年 5 月 31
年 月
年 月

6 年 10 月 1 円 円 円 円 円 円

7 年 1 月 31 4 0 0 0 0 0 3 5 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
6 年 4 月 1 円 円 円 円 円 円

7 年 3 月 31 0 0 0 0 0 0
年 月 円 円 円 円 円 円

年 月 0 0 0 0 0 0

年 月 円 円 円 円 円 円

年 月 0 0 0 0 0 0
年 月
年 月 別途一括有期事業報告書の明細及び算定基礎賃金等を
年 月 上記のとおり総括して報告します。 円 円 円

年 月 円 円 円

年 月 円 円 円

年 月

日まで

日まで 12,075,000

21,000,000 21,000,000 4,830,000

日まで

52,500,000 23

23

日まで

3,854,800

年 月 日から

2,415,000

作 成 年 月 日 ・

提 出 代 行 者 ・

事 務 代 理 者 の 表 示
氏 名 電話番号

2 枚のうち

日まで

事業場名 労働建設株式会社
労働保険番号
府　県 所掌 管　轄

住所 〒 990-1234 労働保険等
一 括 有 期 事 業 総 括 表

山形市○○町１－２－３ 算 定 基 礎 賃 金 等 の 報 告

基　幹　番　号 枝　番

（ＴＥＬ：　023-123-4567　　　　　　　　　　　　　）

業種
事業の種類

開始
１．請負金額

労務

3 4 5 6 7 80 6 1 0 1 9 1 2
事業主名 建設　太郎

☆☆☆労働保険事務組合事務組合名

枚添付
*1 円 千円 円

31

建
　
　
設
　
　
業

水力発電施設
ずい道等新設

事業

① 18

番号 時期 費率 保険率等 料　率 事業報告書
２．賃金総額

労　　災 メリット
保険料等

３．一括有期
2

5③ 19 64

89 ４．常時使用労働者数
② 19 79

④ 18 34

32 道路新設事業

① 20 21
② 20 15 ５．事業の概要 3502③ 19 16

② 18 11
③ 17 10

④ 19 11
① 18 14

千円

34
鉄道又は軌道

新設事業

① 23 23

④ 17 9

33 舗装工事業

② 25 18
③ 24 17

月 日

35 建築事業

① 21 13
④ 19 9.5 年

② 23 11
③ 23 9.5

② 23 15
③ 23 12

④ 23 9.5
① 22 15

④ 23 12

36

機械装
置の組
立又は
据付け
の事業

組立又は
取付に関
するもの

① 38 7.5

38
既設建築物設

備工事業

その他の
もの

① 21 7.5

② 46 6.5
③ 38 6.5

平成２７年３月３１日
② 22 6.5 ②Ｂ　平成２７年４月１日～

④ 38 6 ①Ｃ　平成２５年１０月１日～

③ 21 6.5 平成３０年３月３１日
④ 21 6 ③Ａ　平成３０年４月１日～

37
その他の建設

事業

① 23 19

③ 24 15
15

令和６年３月３１日
② 24 17 ④１　令和６年４月１日～

298,615

円

申告済概算保険料

保険料計 432,000

特別加入者 ３人分
35 9.55,748 54,606

希望する
№

概算 基礎日額

一般拠出金 0.02

№ 特別加入者の氏名
承認された 適用月数 希望する

30,419

基礎日額 確定 概算 基礎日額

0 1 建設 太郎 1 2 1

特別加入者の氏名
承認された 適用月数 希望する

基礎日額 確定 概算 基礎日額 基礎日額 確定
№ 特別加入者の氏名

承認された 適用月数

建設 花子 6 1 22 4 0 0 2 2 0 0 0 0 03 5 0 3 建設 次郎 1

手数料 予備欄２ 予備欄３

建 設　太 郎 

１期

7 4 30
２期

山 形 労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿 建設 花子 作成者氏名

令和 年 月 日 事業主氏名 ３期

6 7 8

一括有期事業報告書　（建設の事業）

労 働 保 険 番 号

府　県 管　轄 基　幹　番　号 枝 番 号

2 30 6 1 0 1 9 1 4 5
枚のうち

請 負 金 額 の 内 訳 ③

請負代金の額 請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額
労 務
費 率

賃  金  総  額

1 枚目2

事  業  の  名  称 事業場の所在地 事  業  の  期  間

9 月 1 日から

6 年 3 月 1 日から

42,000,000 42,000,000 9,660,000

52,500,000○○ハイツ新築工事 天童市○○

年

山 形
事 業 主

氏　名

990 - 1234
7 4 30 023 456 7890

住　所 山形市○○町１－２－３

府　県 管　轄 基　幹　番　号 枝 番 号

労 働 保 険 番 号 0 6 1 0 1

（令和6年3月31日以前
工事開始分） （小計）

日から

日まで

事　業　の　名　称 事業場の所在地 事　業　の　期　間

9 1 2

仙台市○○区
日から

日まで 10,500,000

日まで

10,500,000

(5,250,000)寒河江市○○町
日から

日まで

日から

日まで

事業の種類 38 既設建築物設備工事業 計
(5,250,000) (5,250,000)

11,760,000

日から

11,760,000

日から

日から

労　働　保　険

事 業
主 控

42,000,000

日まで

42,000,000 23 9,660,000
月

○○邸新築工事 山形市○○町

1,260,000 1,260,000

1,260,000 23
（令和6年4月1日以降

工事開始分） （小計）
日から (5,250,000)
日まで

労働建設（株） 建設 太郎

 ● 一括有期事業総括表（建設業）の書き方

3 4 5 6 7 8

事 業
主 控

社 会 保 険

労 務 士

記 載 欄

事業の種類 35 建築事業 計

日から

6 年

（令和6年3月31日
以前工事開始分） （小計）

26,565,000

（小計）

353,221

608

16,905,00073,500,000 73,500,000

115,500,000

2 枚目

請 負 金 額 の 内 訳 ② ③

請負代金の額 請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額
労 務
費 率

賃  金  総  額

④ 23
計

1 日から

1,439,800

30,419

○○邸増築工事、他４件 山形市、他
6 年 4 月

日まで

○○邸内装工事、他３件 山形市、他
日から

日まで 1,260,000 289,800

10,500,000

○○アパート内装工事

（令和6年4月1日以降
工事開始分）

○○邸室内リフォーム工事
賃金で
算定

2,415,000

2310,500,000

(5,250,000) (1,150,000)

115,500,000

常常時時使使用用労労働働者者数数をを

ごご記記入入くくだだささいい。。

原原則則、、「「１１」」をを選選択択

ししててくくだだささいい。。
賃賃金金総総額額のの見見込込額額がが前前年年度度のの

２２倍倍以以上上、、ままたたはは半半分分以以下下とと

ななるる場場合合ににはは「「２２」」をを選選択択しし、、

見見込込額額をを千千円円単単位位ででごご記記入入下下

ささいい。。

事事務務組組合合へへのの委委託託ををややめめたた場場

合合ににはは「「３３」」をを選選択択しし、、委委託託

解解除除年年月月日日ををごご記記入入くくだだささいい。。

分分納納（（３３回回））希希

望望のの場場合合はは

「「２２」」、、一一括括納納

付付希希望望のの場場合合はは

「「１１」」をを選選択択しし

ててくくだだささいい。。

特特別別加加入入者者ににつついいてて

◎◎ 引引きき続続きき加加入入をを希希望望すするる場場合合ににはは、、希希望望すするる基基礎礎日日額額ををごご記記入入くくだだささいい。。

◎◎ 令令和和６６年年度度ををももっってて脱脱退退ししたた場場合合ににはは、、「「適適用用月月数数（（概概算算））」」にに「「 」」、、「「希希望望すするる基基礎礎日日額額」」にに「「 」」をを

ごご記記入入くくだだささいい。。

※※変変更更届届をを忘忘れれずずにに提提出出ししててくくだだささいい。。

◎◎ 年年度度途途中中でで加加入入・・脱脱退退ししたた方方、、新新年年度度かからら新新規規加加入入さされれるる方方ににつついいててもも記記入入がが必必要要でですす。。

(5,250,000)
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様式第７号（第34条関係）　（甲） 組機様式第8号

所掌

① ②

円 円 円 円 円 事業場TEL：　023-456-7890

6 年 6 月 30

年 月
人

7 年 1 月 31

7 年 3 月 31

６．新年度賃金見込額
年 月 １．前年度と同額

２．前年度と変わる

前年度中（保険関係が消滅した日まで）に廃止又は終了があったそれぞれの事業の明細を上記のとおり報告します。
郵便番号（ ) ３．委託解除年月日

年 月 日 電話番号（ - - )

労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿 4 2 0 0 0 0 0 0 9 6 6 0 9 1 7 7 0 ４．委託解除拠出金納付済

（法人のときはその名称及び代表者の氏名） 7 3 5 0 0 0 0 0 1 6 9 0 5 1 6 0 5 9 7 ７．延納の申請
〔注意〕

① 報告書の記載に当たっては、平成19年３月31日までに事業（工事）を開始したものと、同年４月１日 １．一括納付
  以降に事業（工事）を開始したものとを別葉とすること。 1 0 5 0 0 0 0 0 2 4 1 5 2 8 9 8 0
② 社会保険労務士記載欄は、この報告書を社会保険労務士が作成した場合のみ記載すること。 1 2 6 0 0 0 0 1 4 3 9 1 7 2 6 8 ２．分納（３ 回）

*1.開始時期

様式第７号（第34条関係）　（甲）　〔別紙〕 

所掌 *2.特別加入者・保険料

算定基礎額の計

*2

①

6 年 3 月 1 円 円 円 円 円

6 年 5 月 31
年 月
年 月

6 年 10 月 1 円 円 円 円 円 円

7 年 1 月 31 4 0 0 0 0 0 3 5 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
6 年 4 月 1 円 円 円 円 円 円

7 年 3 月 31 0 0 0 0 0 0
年 月 円 円 円 円 円 円

年 月 0 0 0 0 0 0

年 月 円 円 円 円 円 円

年 月 0 0 0 0 0 0
年 月
年 月 別途一括有期事業報告書の明細及び算定基礎賃金等を
年 月 上記のとおり総括して報告します。 円 円 円

年 月 円 円 円

年 月 円 円 円

年 月

日まで

日まで 12,075,000

21,000,000 21,000,000 4,830,000

日まで

52,500,000 23

23

日まで

3,854,800

年 月 日から

2,415,000

作 成 年 月 日 ・

提 出 代 行 者 ・

事 務 代 理 者 の 表 示
氏 名 電話番号

2 枚のうち

日まで

事業場名 労働建設株式会社
労働保険番号
府　県 所掌 管　轄

住所 〒 990-1234 労働保険等
一 括 有 期 事 業 総 括 表

山形市○○町１－２－３ 算 定 基 礎 賃 金 等 の 報 告

基　幹　番　号 枝　番

（ＴＥＬ：　023-123-4567　　　　　　　　　　　　　）

業種
事業の種類

開始
１．請負金額

労務

3 4 5 6 7 80 6 1 0 1 9 1 2
事業主名 建設　太郎

☆☆☆労働保険事務組合事務組合名

枚添付
*1 円 千円 円

31

建
　
　
設
　
　
業

水力発電施設
ずい道等新設

事業

① 18

番号 時期 費率 保険率等 料　率 事業報告書
２．賃金総額

労　　災 メリット
保険料等

３．一括有期
2

5③ 19 64

89 ４．常時使用労働者数
② 19 79

④ 18 34

32 道路新設事業

① 20 21
② 20 15 ５．事業の概要 3502③ 19 16

② 18 11
③ 17 10

④ 19 11
① 18 14

千円

34
鉄道又は軌道

新設事業

① 23 23

④ 17 9

33 舗装工事業

② 25 18
③ 24 17

月 日

35 建築事業

① 21 13
④ 19 9.5 年

② 23 11
③ 23 9.5

② 23 15
③ 23 12

④ 23 9.5
① 22 15

④ 23 12

36

機械装
置の組
立又は
据付け
の事業

組立又は
取付に関
するもの

① 38 7.5

38
既設建築物設

備工事業

その他の
もの

① 21 7.5

② 46 6.5
③ 38 6.5

平成２７年３月３１日
② 22 6.5 ②Ｂ　平成２７年４月１日～

④ 38 6 ①Ｃ　平成２５年１０月１日～

③ 21 6.5 平成３０年３月３１日
④ 21 6 ③Ａ　平成３０年４月１日～

37
その他の建設

事業

① 23 19

③ 24 15
15

令和６年３月３１日
② 24 17 ④１　令和６年４月１日～

298,615

円

申告済概算保険料

保険料計 432,000

特別加入者 ３人分
35 9.55,748 54,606

希望する
№

概算 基礎日額

一般拠出金 0.02

№ 特別加入者の氏名
承認された 適用月数 希望する

30,419

基礎日額 確定 概算 基礎日額

0 1 建設 太郎 1 2 1

特別加入者の氏名
承認された 適用月数 希望する

基礎日額 確定 概算 基礎日額 基礎日額 確定
№ 特別加入者の氏名

承認された 適用月数

建設 花子 6 1 22 4 0 0 2 2 0 0 0 0 03 5 0 3 建設 次郎 1

手数料 予備欄２ 予備欄３

建 設　太 郎 

１期

7 4 30
２期

山 形 労働局労働保険特別会計歳入徴収官　殿 建設 花子 作成者氏名

令和 年 月 日 事業主氏名 ３期

6 7 8

一括有期事業報告書　（建設の事業）

労 働 保 険 番 号

府　県 管　轄 基　幹　番　号 枝 番 号

2 30 6 1 0 1 9 1 4 5
枚のうち

請 負 金 額 の 内 訳 ③

請負代金の額 請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額
労 務
費 率

賃  金  総  額

1 枚目2

事  業  の  名  称 事業場の所在地 事  業  の  期  間

9 月 1 日から

6 年 3 月 1 日から

42,000,000 42,000,000 9,660,000

52,500,000○○ハイツ新築工事 天童市○○

年

山 形
事 業 主

氏　名

990 - 1234
7 4 30 023 456 7890

住　所 山形市○○町１－２－３

府　県 管　轄 基　幹　番　号 枝 番 号

労 働 保 険 番 号 0 6 1 0 1

（令和6年3月31日以前
工事開始分） （小計）

日から

日まで

事　業　の　名　称 事業場の所在地 事　業　の　期　間

9 1 2

仙台市○○区
日から

日まで 10,500,000

日まで

10,500,000

(5,250,000)寒河江市○○町
日から

日まで

日から

日まで

事業の種類 38 既設建築物設備工事業 計
(5,250,000) (5,250,000)

11,760,000

日から

11,760,000

日から

日から

労　働　保　険

事 業
主 控

42,000,000

日まで

42,000,000 23 9,660,000
月

○○邸新築工事 山形市○○町

1,260,000 1,260,000

1,260,000 23
（令和6年4月1日以降

工事開始分） （小計）
日から (5,250,000)
日まで

労働建設（株） 建設 太郎

 ● 一括有期事業総括表（建設業）の書き方

3 4 5 6 7 8

事 業
主 控

社 会 保 険

労 務 士

記 載 欄

事業の種類 35 建築事業 計

日から

6 年

（令和6年3月31日
以前工事開始分） （小計）

26,565,000

（小計）

353,221

608

16,905,00073,500,000 73,500,000

115,500,000

2 枚目

請 負 金 額 の 内 訳 ② ③

請負代金の額 請負代金に
加算する額

請負代金から
控除する額

請 負 金 額
労 務
費 率

賃  金  総  額

④ 23
計

1 日から

1,439,800

30,419

○○邸増築工事、他４件 山形市、他
6 年 4 月

日まで

○○邸内装工事、他３件 山形市、他
日から

日まで 1,260,000 289,800

10,500,000

○○アパート内装工事

（令和6年4月1日以降
工事開始分）

○○邸室内リフォーム工事
賃金で
算定

2,415,000

2310,500,000

(5,250,000) (1,150,000)

115,500,000

常常時時使使用用労労働働者者数数をを

ごご記記入入くくだだささいい。。

原原則則、、「「１１」」をを選選択択

ししててくくだだささいい。。
賃賃金金総総額額のの見見込込額額がが前前年年度度のの

２２倍倍以以上上、、ままたたはは半半分分以以下下とと

ななるる場場合合ににはは「「２２」」をを選選択択しし、、

見見込込額額をを千千円円単単位位ででごご記記入入下下

ささいい。。

事事務務組組合合へへのの委委託託ををややめめたた場場

合合ににはは「「３３」」をを選選択択しし、、委委託託

解解除除年年月月日日ををごご記記入入くくだだささいい。。

分分納納（（３３回回））希希

望望のの場場合合はは

「「２２」」、、一一括括納納

付付希希望望のの場場合合はは

「「１１」」をを選選択択しし

ててくくだだささいい。。

特特別別加加入入者者ににつついいてて

◎◎ 引引きき続続きき加加入入をを希希望望すするる場場合合ににはは、、希希望望すするる基基礎礎日日額額ををごご記記入入くくだだささいい。。

◎◎ 令令和和６６年年度度ををももっってて脱脱退退ししたた場場合合ににはは、、「「適適用用月月数数（（概概算算））」」にに「「 」」、、「「希希望望すするる基基礎礎日日額額」」にに「「 」」をを

ごご記記入入くくだだささいい。。

※※変変更更届届をを忘忘れれずずにに提提出出ししててくくだだささいい。。

◎◎ 年年度度途途中中でで加加入入・・脱脱退退ししたた方方、、新新年年度度かからら新新規規加加入入さされれるる方方ににつついいててもも記記入入がが必必要要でですす。。

(5,250,000)

― 14 ―



 ◆ 事業場の名称・所在地を変更したとき

 ◆ 事業内容を変更したとき

 ◆ 代表者を変更したとき

 ◆ 事業を廃止する・廃止したとき

 ◆ 新たに被保険者となる労働者を雇い入れたとき

 ◆ 被保険者でなくなったとき（退職・役員就任・死亡等）

 ◆ 被保険者が転勤したとき

 ◆ 被保険者が60歳になったとき

 ◆ 被保険者が育児休業・介護休業を取得したとき

 ◆ 事業主等が労災保険の特別加入を希望するとき

 ◆ 労災保険の特別加入に係る承認内容に変更が⽣ずるとき

 ◆ 労災保険の特別加入から脱退を希望するとき

・特別加入者（中小事業主等）も加入することができます。
・保険料は法⼈事業主の場合は損⾦算入が認められています。
・建設業の事業場で契約している場合には、公共工事入札時の経営事項審査で15点加点されます。

◎次の場合は手続きが必要になりますので、速やかに労働保険事務組合にご連絡ください。

保険料の⾒積りなど詳しくは、当事務組合にお問い合わせください。

 ●「労保連労働災害保険」の特⻑

・国の労災保険給付を受けた時に上乗せして補償します。
　　※労災の認定を受けた場合でも、補償されない労働災害もございます。(例)地震・津波・噴火による労働災害、じん肺や振動病等の職業性疾病による労働災害　

  なお、職業性疾病のうち、脳・心臓疾患および精神障害を対象とする保険を選択することができます。
・業務災害だけでなく通勤災害も補償します。
・臨時従業員・パート・アルバイトも対象になります。

 労保連労働災害保険とは、全国労保連が運営している国の労災保険に上乗せして補償する法定外補償保険で
す。近年、業務中のケガだけでなく、過労死やうつ病などの労働災害が増加しており、万が⼀の際の事業主が
負担する賠償リスクも高額化の傾向にあります。これらの労働災害や国の補償を超えたリスクをカバーし、委
託事業場の福利厚⽣に寄与するために設けられたのが、労保連労働災害保険です。労働保険事務組合に事務委
託されている事業主様だけが契約できる保険ですので、ぜひご検討ください。

事務組合に連絡が必要な事項

事業場に関する
事項

労働者に関する
事項

その他

ご不明な点は指定期日前までにお問合せください︕

 ●「労保連労働災害保険」（労災保険上乗せ補償保険）のご案内

☞お問合せ先

労働保険事務組合 ⼀般社団法⼈山形労働基準協会 事務組合担当まで
〠990-0825 山形市城北町⼀丁目17番10号

TEL(023)643-7871 FAX(023)644-0086


